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乙議案第３号 

 

少人数学級の拡充及び教職員定数の改善に係る意見書の提出について 

 

上記案件を、高梁市議会会議規則第１４条第２項の規定により、次のとおり提出します。 

令和５年９月２９日提出 

 高梁市議会議長 石 田 芳 生  様 

 

提出者 総務文教委員会 

委員長 伊 藤 泰 樹  

 

少人数学級の拡充及び教職員定数の改善に係る意見書（案） 

 

 改正義務標準法が成立し、令和３年４月から小学校の学級編制標準が学年進行により段階的

に３５人に引き下げられています。しかし、中学校・高等学校の学級編制標準は現在のまま据

え置かれています。さらにきめ細かな教育をするためには３０人学級や中学校・高等学校での

少人数学級の早期実施が必要です。少人数学級や教職員定数の改善については、令和４年７月

に全国知事会も「誰ひとり取り残さない社会を目指した提言」において、小中学校等における

少人数によるきめ細かな指導体制の構築や児童生徒支援の強化等に向けた教職員定数の更なる

拡充を図ることが重要としています。 

 しかし、３５人学級実施に要する教職員の定員増の多くが、児童数減少に伴う自然減等によ

って相殺されるため、実際に今年度についても前年度よりは教職員定数が減少しています。そ

の一方で、学校現場では、貧困・いじめ・不登校など解決すべき課題が山積しています。さら

に、ＧＩＧＡスクール構想による一人一台端末を活用した新たな学びの創造を求められるなど、

教材研究や授業準備の時間、子供たちと向き合う時間を十分に確保することが困難な状況とな

っています。 

 学級とは、学校が教育的配慮のもとに組織する児童生徒の集団であり、その規模は児童生徒

にとって基本的な教育条件の一つです。また、担任する児童生徒の多寡は教員にとって労働条

件の一つであり、労働条件の良否は児童生徒の教育条件に少なからず影響を及ぼしています。 

 子供たちの豊かな学びや学校の働き方改革を実現するためには、加配の増員や少数職種の配

置増など教職員定数改善が不可欠です。 

 よって、国会及び政府におかれては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体が

計画的に教育行政を進めることができるように、下記の措置を講じられるよう強く要請します。 

 

記 

 

１ 中学校・高等学校での３５人学級を早急に実施すること。また、３０人学級等さらなる少

人数学級について検討すること。 

 

２ 学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、加配の増員や少数職種の配置増など

教職員定数改善を推進すること。 
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３ 自治体で国の標準を下回る学級編制基準の弾力的運用ができるよう、少人数学級実施のた

めの加配を削減しないこと。 

 

４ 必要な新規採用者数を確保するとともに、教職員が意欲をもって働くことができるよう、

教職員の処遇改善に必要な財源措置を講じること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和５年９月２９日 

岡山県高梁市議会 

 

意見書提出先 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

総務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣 

 



3 
 

乙議案第４号 

   高梁市議会議員政治倫理条例 

 高梁市議会議員政治倫理条例を次のとおり制定する。 

  令和５年９月２９日提出 

提出者 議会運営委員会       

委員長 宮 田 好 夫   

 

高梁市条例第  号 

（令和５年９月  日制定）   

高梁市議会議員政治倫理条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、高梁市議会議員（以下「議員」という。）の政治倫理に関する基本事

項を定めることにより、議員の政治倫理の向上及び市民に信頼される議会を目指し、も

って健全な市政の発展に寄与することを目的とする。 

（議員の責務） 

第２条 議員は、市民全体の代表者として市政に携わり、公共の利益を追求するという自

らの役割を深く自覚し、その使命の達成に努めなければならない。 

（政治倫理基準） 

第３条 議員は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）、公職選挙法（昭和２５年

法律第１００号）及び公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律

（平成１２年法律第１３０号）等の公職にある者に対して適用される法律その他の関係

法令を厳守するとともに、次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。 

(1) 市民全体の代表者として、その品位と名誉を損なう一切の行為を慎み、その職務に

関し市民の信頼を損なう行為をしないこと。 

(2) 市が行う許可等の処分、事業及び契約等に対し、特定の者に有利又は不利になるよ

う不当に働きかけをしないこと。 

(3) 議員の地位による影響力を利用して便宜の供与を受けないこと及び金品を授受し

ないこと。 

(4) 政治的又は道義的批判を受けるおそれのある寄附を受けないこと。 
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(5) 市職員の公正な職務の執行を妨げ、又はその権限若しくは地位による影響力を不正

に行使させるような働きかけをしないこと。 

(6) 市職員の採用、異動、昇任その他の人事に不当に関与しないこと。 

(7) 嫌がらせ、強制又は圧力をかける等のハラスメントその他人権侵害のおそれのある

行為をしないこと。 

２ 議員は、前項に規定する政治倫理基準に反する事実があるときは、自ら真摯かつ誠実

に事実を明らかにし、その責任を明確にするよう努めなければならない。 

（審査の請求） 

第４条 市民又は議員は、議員が政治倫理基準に違反する疑いがあると認められるときは、

市民にあっては地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第５項に規定する選挙

権を有する者の総数の５０分の１以上の者の連署、議員にあっては議員定数の８分の１

以上の者の連署をもって、代表者から当該議員が政治倫理基準に違反していると疑うに

足りる事実を証する書面を添えて、議長に対し、審査の請求（以下「審査請求」という。）

をすることができる。 

 （審査会の設置等） 

第５条 議長は、審査請求を受けたときは、当該審査請求の適否について議会運営委員会

に諮るものとする。この場合において、審査請求の対象となった議員（以下「対象議員」

という。）又は当該審査請求をした議員が議会運営委員会の委員であるときは、当該議員

は当該審査の取扱いに係る議事に加わることができない。 

２ 議長は、前項に規定する審査の結果、審査請求が適当と認められたときは、高梁市議

会議員政治倫理審査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

３ 審査会の委員定数は６人以内をもって組織し、議員の中から議長が指名する。 

４ 審査請求をした議員は、審査会の委員になることができない。 

５ 審査会の委員は、当該事案の審査結果を議長に報告したときは、解任されるものとす

る。 

６ 審査会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

 （審査会の職務及び権限） 

第６条 審査会は、第３条に規定する政治倫理基準に違反する行為の存否等について審査

する。 
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２ 審査会は、対象議員及び関係者に対し、資料請求並びに事情聴取等必要な調査を行う

ことができる。 

３ 審査会は、第１項の規定による審査を行うため、専門的知識を有する者を参考人とし

て出席させ、意見を聴くことができる。 

４ 審査会は、対象議員に弁明の機会を与えなければならない。この場合において、対象

議員は口頭又は書面により弁明することができる。 

５ 審査会の会議は、公開するものとする。ただし、出席委員の３分の２以上の者の合意

により非公開とすることができる。 

 （対象議員の協力義務） 

第７条 対象議員は、審査会の要求があるときは、審査に必要な資料を提出し、又は審査

会に出席して意見を述べなければならない。 

 （審査結果の報告） 

第８条 審査会は、審査を終えたときは、議長に審査結果報告書を提出するものとする。 

２ 議長は、前項の審査結果報告書が提出されたときは、その審査結果を第４条の規定に

より審査請求した者の代表者に通知するとともに、その内容を公表しなければならない。 

 （審査結果の措置） 

第９条 議長は、審査会から報告を受けた事項を尊重し、政治倫理基準に違反したと認め

られる議員に対して、議会の名誉と品位を守り、市民の信頼を回復するため、議会運営

委員会に諮って次の各号に掲げる必要な措置を講ずるものとする。 

(1) 議員の辞職勧告 

(2) この条例の規定を遵守させるための警告 

(3) その他議長が必要と認めること。 

（議長職務の代行） 

第１０条 議長が審査の対象となったときは副議長が、議長及び副議長がともに審査の対

象となったときは議会運営委員会委員長が、この条例の規定する議長の職務を行う。 

 （準用） 

第１１条 第５条から第１０条までに定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項

は、高梁市議会委員会条例（平成１６年高梁市条例第２８４号）及び高梁市議会会議規

則（平成１６年高梁市議会規則第１号）を準用する。 

（委任） 
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第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、議長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、令和５年１０月１日から施行する。 

 

 

    提 案 理 由 

議員の政治倫理に関する基本事項を定めるため。 


